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民間事業者からの提案 

企業名  

連絡先 
アクアソリューション本部 ＰＰＰ推進室 関口、野田 

電話: 03-6212-0028  E-mail: aqua-ppp@jfe-eng.co.jp

JFE からの提案 
新水道ビジョン等では、水道事業体様の課題として、職員の減少による業務負荷の増大や技術者不足、 

施設老朽化による修繕業務・更新工事の増加などが示されています。 

JFE は、上記の解決策として、従来型の包括的委託【運転管理・保守点検・修繕業務】に加え、官側業務で

ある『設計・発注・監督業務』並びに資本的支出である『更新工事』を含めた包括的委託を推奨します。

 【受託実績紹介】 箱根地区水道事業包括委託
JFE を代表企業とするグループで設立した箱根水道パートナーズ（特別目的会社）は、神奈川県企業庁様か

ら箱根地区水道事業包括委託を受託しております。本事業は、量水器点検や料金徴収などのお客様対応か

ら、水運用や施設運転管理、保守点検修理などに加えて、浄水施設及び約8.4kmの送配水管の更新工事の

設計・発注・監督管理まで含まれており、国内で初めての水道事業全体の運営となっています。 

事 業 名 称 箱根地区水道事業包括委託 委 託 期 間 2014 年 4月～2019年 3 月 (5 年間) 

発 注 者 神奈川県企業庁 給 水 人 口 6,381 人  (2014 年 4 月現在)

受 託 者 箱根水道パートナーズ㈱ （特別目的会社）※ 一日最大配水量 10,530 m3/日  (2013 年度実績) 

ＩＳＯ55001（アセットマネジメント）認証取得
JFE は、持続可能な水道事業の実現に貢献するため、アセットマネジメントの国際規格「ISO55001」の認証

取得いたしました。 

【事業概要】 

【従来の委託と本包括委託のイメージ】 
※地域に根ざした地元企業とパートナーシップを構築しています。 

期待できる効果 （職員・技術者不足、修繕・更新工事増大への対応） 

●工事設計・監督、審査・検査業務の民間委託

●業務委託包括化による発注業務の大幅軽減

●更新工事・修繕業務を含む包括的委託（複数年）

事業体の技術者不足を補完

事業体人員配置の最適化

中長期の更新・修繕計画を最適化 

実施時期の平準化・材料調達の効率化 
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    水道分野における官民連携の提案 

企業名 株式会社 東京設計事務所 

連絡先 東京支社水道グループ：片石、古川、園山 関西支社水道グループ：神保、雑賀

TEL:03-3580-2752  E-mail: wataru_saika@tokyoengicon.co.jp

提案（このような取組みが出来る、又は、実施している。） 

弊社ではＰＰＰ導入に向けての水道事業者支援等を行っています。（☆は実績） 

■ＰＰＰ導入に向けての水道事業者支援 

①ＰＰＰの導入可能性調査（第三者委託､ＤＢＯ､ＰＦＩ等の範囲､効果､スケジュール等検討） 

 ☆水道事業浄水業務委託導入調査（柏市） 

 ☆浄水場管理運営手法検討業務委託（埼玉県企業局） 等 

②ＰＰＰ導入業務支援（要求水準書、契約書、評価基準書等の作成、契約手続きアドバイス） 

 ☆愛知県浄水場排水処理業務ＰＦＩ事業化実施調査（民間より計画設計分野を受注） 

☆検針業務委託導入支援（彦根市） 等 

③ＰＰＰ業務のモニタリング（業務の実施状況、ＳＰＣ等の財務状況等のモニタリング） 

☆ＤＢＯ事業にかかる維持管理モニタリング業務（松山市） 

■ＰＰＰ事業への参画 

④ＰＰＰ事業の水道施設の計画・設計、工事監理等 

 ☆川井浄水場再整備事業に係る設計･工事監理業務（民間ＳＰＣより受注）※ＰＦＩ事業 

 ☆基山浄水場浄水施設更新事業（民間より計画設計分野を受注）※ＤＢ事業 

弊社では広域化支援業務を行っていますが、広域化とＰＰＰをセットで行うことで、一層のコ

スト削減、組織体制や財源不足等の課題の改善ができます（次図参照）。 

■広域化して維持管理のみＰＰＰ導入［①業務調査等、②組織体制・維持管理プランの策定］ 

①広域化する市町村を対象に、現状の組織体制、業務内容・量、施設状況等を調査し整理。 

②各業務の方法統一、委託範囲の設定、今後の組織体制等を検討し、コスト削減効果を整理。 

■事業全体を広域化（事業統合）［③長期的な施設整備プラン、④財政プランの策定］ 

③施設の統廃合・ダウンサイズ、耐震化、アセットマネジメントによる更新を統合して計画。 

④将来の水需要を予測し、施設整備プランに基づき財政収支計算を行い、統一料金体系を設定。
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社日本政策投資銀行 

連絡先 地域企画部 橋本 泰博 （03-3244-1247） 

【官民連携への取り組み】 

・ ＤＢＪは、1999 年にＰＦＩ法公布以来、国内初のＰＦＩ事業への融資を行うなど、これまでＰＦＩ市場拡大に尽

力してきました。また、コンセッション導入等へ向けたＰＦＩ法改正等の政策企画・推進への協力、地方公共

団体の公有資産マネジメントや各種ＰＰＰ／ＰＦＩ事業への取り組みサポート、地域金融機関各行との連携

によるセミナー開催などをはじめ、幅広く積極的な取り組みを実施しています。 

・ 2013 年 6 月にはＰＰＰ／ＰＦＩ推進センターを開設し、政府・地方公共団体・企業・地域金融機関等の皆

様との連携を強化し、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用拡大に向けた各種取り組みを実施しております。 

【当行グループの水道分野における主な官民連携実績】 

・ 東京都金町浄水場ＰＦＩ事業へのご融資 

・ 横浜市川井浄水場ＰＦＩ事業へのご融資 

・ 善通寺市におけるコンセッション導入可能性調査 

・ 浜松市におけるコンセッション導入可能性調査 

【「わが国水道事業者の現状と課題」 調査】 

・ 2014 年度よりわが国水道事業者の持続的経営の実現に向けた具体的提言を行うことを目的として調査

を実施しました。

（DBJ ホームページに公表） 

http://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2015/html/0000020277.html 

「最終報告」（2015年 8月 27日公表）   

①総務省「地方公営企業年鑑」等の定量分析調査（中間報告1）、 

②2015 年 2 月に共同通信社を通して水道事業者※に対して実施した経営に関す

るアンケート調査（中間報告2） 

③広域化事業者へのヒアリング調査をはじめとするケーススタディ調査 

以上を元に、広域化を中心とした水道事業者の持続的経営の実現に向けての方策の

具体的な提言を主な内容とする最終報告を公表。 

（※）給水人口 1.5 万人以上の末端給水事業者及び用水供給事業者 1,024 事業者（回答率は 59.1%） 

- 3 -



T el 0 3 -6 8 5 3 -7 3 4 0

 P P P T el 0 3 -6 8 5 3 -7 3 4 7

E p p p@ m etaw ater.co.jp

P P P
(P F I D B O D B )   

( ) 

- 4 -



民間事業者からの提案 
企業名 パシフィックコンサルタンツ株式会社 

連絡先 
PFI・PPP マネジメント部 事業マネジメント室 鳥谷一郎、山中明彦 

【e-mail】 ： ichirou.toritani@tk.pacific.co.jp，【電話】 ： 03-6777-3828 

水道事業者等が抱える課題への対応方策の提案 
1.官民連携による組織・体制の強化

官民連携は水道運営基盤強化のための有効化一方策であり、導入にあたっては、事業体内部（組織・業

務・コスト等）の現状及び見通し等を十分に整理・分析した上で、事業体内部の事業執行体制を補完・強化

可能な最適な手法を採用していくことが重要であると考えます。 

また、導入検討段階から官民連携で外部に委ねる業務等の履行監視手法、体制整備について十分に検

討しておくことが不可欠であると考えます。 

【弊社の取り組み】 弊社では、水道事業での広域化や官民連携手法導入だけなく、市町村合併支援、震

災復興支援等、国内での多くの組織再構築支援、再編後の多様な形態の官民連携の導入等の行政支援

の実績や知見を有しており、各分野の専門部署を有しています。これら業務経験や知見を生かし、各分野の

専門技術者が連携して業務に臨むことで、事業体の直面する課題に対応し、実情に則した最適な官民連携

手法の選択及び事業執行体制の強化方策を提案することが可能です。 

4.中小事業体における取組方策 

まず、自らの事業体の現状及び将来見通し（人・モノ・金がどうなっていくのか？）を行い、現状及び今後直

面する課題等を把握して、適切な方策を検討していく必要があると考えます。 

官民連携や広域化の推進は中小事業体にとって抜本的かつ有効な方策でありますが、単独でこれらの検

討を進めることが難しい場合には、近隣・周辺事業体と連携して、施設の共同整備や運転維持管理の共同

委託等を模索することも有効と考えます。 

また、県や地域の大規模事業体に共同での取り組みや支援を要請することも有効と考えます。 

【弊社の取り組み】 弊社は、水道事業での広域化推進支援、経営効率化計画作成・運営基盤強化検討等

の業務経験を生かし、中小事業体の運営基盤維持強化に向けた様々な提案が可能です。

5.県及び大規模事業体が果たすべき役割 

水道用水供給事業を行っている県や大規模事業体（給水人口 30 万人以上程度の末端給水事業を想

定）は、その意向に係わらず、地域の水道事業の中核的な存在として周辺中小規模水道事業の底支えとな

る役割を果たすことが求められていると考えます。 

今後、中小規模の水道事業では、事業執行体制の維持や事業運営のための財源確保、老朽施設更新・

耐震化推進等、事業継続でより深刻な困難に直面することが想定されるため、共同委託や施設の共同整

備・運営、事業統合を含む広域化等の必要性やニーズが一層高まっていくと考えます。 

個々の事業単独で乗り越えられない困難な課題も、県や大規模事業体がリーダーシップをとり、周辺事業

体と一体で取り組むことにより、対応可能となると考えます。 

また、県の衛生部局は県内水道事業を俯瞰的、中立的立場で把握できることから、県内水道事業の広域

化推進に向けた調整役を果たすことができると考えます。 

また、衛生部局が主導して、県内水道事業と一緒に実効性・実現性の高い広域的整備計画を作成してい

くことも有効であると考えます。 

【弊社の取り組み】 弊社では、水道事業での広域化推進支援、経営効率化計画作成・運営基盤強化検討

等の業務経験を生かし、上記過程で想定される様々な事象での支援が可能です。 

6.PFI・コンセッション方式を含む官民連携手法の検討 

「1. 官民連携による組織・体制の強化」で述べたとおり、「官民連携手法は事業の運営基盤強化のための

一方策である」と考えており、コスト縮減を主目的とした導入は避けるべきと考えています。 

官民連携導入検討にあたっては、まず、事業体自身が、自らの事業の状況・見通しを十分に把握した上

で、官民連携手法を導入する目的を明確化にして、今後事業で想定される課題等に確実に対応できる最適

な官民連携手法を選択・活用していくべきであると考えます。 

官民連携手法には、コンセッションを含む PFI、DBO、第三者委託を含む包括委託等、様々なものがありま

すが、事業体での目的に適い、かつ課題に対応可能な手法を選択、組み合わせ、内部の状況に合わせな

がら導入し、効果検証を行いながら段階的に拡大、発展させていくことが望ましいと考えます。 

【弊社の取り組み】 弊社は国内PFI事業で日本最多の業務実績（2015年PFI年鑑）を有するアドバイザーと

して、PFI を含む多様な形態の官民連携手法の導入支援を行っています。導入可能性検討から、事業者の

募集選定、事業の開始後モニタリングまで、PPP 事業の発案から終結に至る全ての過程で発生する様々な

課題等に対して、具体的な経験・対処事例を踏まえた的確な提案が可能です。 
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社 ジャパンウォーター 

連絡先 岩崎克己 

提案（このような取組が出来る、又は実施している。） 

1.自治体様における最適な官民連携手法（コンセッション方式等）の検討のご支援をするコンサ

ルタントサービスのご提供 

  コンサルティングのステップ 

１）現状分析・課題抽出 

事業コスト構造、施設管理体制、職員年齢構成、施設データ等、水道事業を財政、人員体

制、施設の各観点から分析し、事業の継続性に深刻な影響を与え得る要因を特定します。

課題抽出の過程では、必要に応じて、資料の分析のみならず、現地調査や水道局の職員へ

のヒアリングも実施します。 

２）官民の業務・リスク分担 

ステップ１で抽出された課題を念頭に、官民の業務分担、それに伴うリスク分担について

検討を行います。官の関与・介入事項、民の裁量についても検討を行います。 

３）事業スキームの検討 

ステップ２で検討した官民の業務・リスク分担の実現に適した事業スキームを検討しま

す。民間事業者の評価方法、インセンティブスキーム（報酬、罰則）の基本的なポイント

について整理を行います。 

４）実施効果の検証（シミュレーション） 

官民連携事業の導入効果を試算します。事業収支シミュレーションを行い、市財政への影

響、料金への影響などを分析します。 

５）ロードマップの策定 

官民連携事業の導入手続きとその課題について検討を行い、導入する場合に想定されるロ

ードマップを検討します。 

２．実績 

  給水人口 5万人以下の都市から、中核市、政令指定都市まであらゆる自治体様１０市以上と

検討会を実施しています。 

- 6 -



TEL 03-5560-6530

TSK
PPP

PFI DBO
TSK EPC

O&M PFI VFM(
) Win-Win

PFI 
6

2

DB M

TSK

-  - -  -

- T S K  -

PFI

- 7 -



- 8 -



JV

- 9 -



NJS
PPP/PFI

- 10 -



民間事業者からの提案 

企業名 ヴェオリア・ジャパン株式会社

連絡先 営業本部  岡田、伊藤  （TEL： 03-5441-7010  E-mail： mayo.ito@veolia.com） 

ヴェオリア・ジャパンは、世界中で約 1億 7,000 万人に上下水道サービスを提供するヴェオリア・エン

バイロメント（仏）の日本法人です。160 年以上の歴史を持つヴェオリア・エンバイロメント（仏）では、世

界各国のお客様と官民パートナーシップによる「包括的」・「大規模」・「長期間」の上下水道事業運営を

行っております。 

国内外で培った豊富な実績・ノウハウ 

× 

ヴェオリア・ジャパングループの総合力 

○ 事業運営補助 

○ 施設維持管理 

○ 管路維持管理 

○ 顧客サービス 

○ 緊急時対応 

全ての事業 

スキームに

対応 
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民間事業者からの提案 

企業名 一般社団法人 水道運営管理協会 

連絡先 事務局 E-mail: office@suikankyou.jp  TEL：03-5479-8529 

当協会は2003年に「水道Ｏ＆Ｍ研究会」として発足し、11年に「一般社団法人 水道運営管理協会」

の登録を済ませ大手 17社の会員数で現在に至っています。水道の維持管理業界の唯一の民間団体

として改正水道法の主旨に従って如何に効率的で適正な官民の連携を進めるかを民間レベルの視点

で研究している団体です。 

また「新水道ビジョン」の策定から、推進協議会のメンバー

として、ビジョンの実現に向けた活動を行っています。 

当協会会員会社の技術者数は全体で 3,187 名、この

うち水道技術管理者は 777 名です。また、浄水施設管

理技士数が 2,881 名、管路施設管理技士数は 254 名、

電気主任技術者は 1,048 名、電気工事士の数は実に

5,453 名の技術者を確保しています。 

一部業務委託から包括委託、第三者委託指定管理

等あらゆる官民・公民連携を提供しております。 

 官民連携に関するどんな小さな質問でもどうぞお気

軽にお問合せ下さい。 

東日本大震災の教訓から、災害時等の

緊急事態発生には官官、官民、民民の

連携が必要になる場面が想定されること

から、すべての会員が全国の事業所や

グループ企業群、更に会員間で「災害支援

協定」を結んでおり、「動員力」は全国

有数と自負しています。  

尚、会員は個々の企業としても、厚労省

や日水協等の水道指導体の要請に対し、

機材と役務の提供も実施しています。 

「包括業務委託」リスクをワンストップでカバーする水道受託事業者賠償責任保険を商品化しました。

当協会の取組み 

災害支援協定 

水道受託事業者賠償責任保険 
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民間事業者からの提案 

企業名 水ｉｎｇ株式会社 

連絡先 プロジェクト営業部 平井・川俣・木村 ０５０-３４８２-８１４９ 

提案（このような取組が出来る、又は実施している。） 

「株式会社水みらい広島」による水道事業の先行的モデルの実現  

水ｉｎｇは、1931 年(昭和 6 年)に国産初の水道用急速ろ過装置を納入して以来、今日までの 80 余年、

これまで培った水道事業のノウハウを活かし、水資源の持つ多面的な価値を発揮できるシステムを構築

し、水道事業経営をトータルに支援する体制を整えて参りました。このたび、広島県と公民共同企業体「株

式会社水みらい広島」を設立し、より安定的で効率的な運営を図ることを目指し、広島の豊かな水環境を

持続可能な形で未来に引き継いでいくお手伝いをさせていただくこととなりました。 

 国内初の民間主導型連携事業(水ｉｎｇ65%･広島県 35%出資)  

 水道施設のワンストップソリューション  

水ｉｎｇは、積水化学工業との業務提携により、浄水施設のみならず、管路も含めた調査・診断～設計・

施工～維持管理までのサービスを一貫して提供致します。 

私たち水ｉｎｇは、全国の水道事業体様と共に考え、議論し、水道事業体様それぞれの強みを活かした

御提案をして参ります。お気軽にお声かけ下さい。 

 「株式会社水みらい広島」事業スキーム  

株式会社水みらい広島

水道事業体様と水ｉｎｇの官民連携

水道
事業体様 現状把握・分析 課題の抽出

業務分析
新業務・新サービス
構想の立案

現状把握
実施計画立案

新経営構想の策定
個別施策の展開

水道事業体様と水ｉｎｇの官民連携

水道
事業体様 現状把握・分析 課題の抽出

業務分析
新業務・新サービス
構想の立案

現状把握
実施計画立案

新経営構想の策定
個別施策の展開
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社クボタ  クボタ環境サービス株式会社  株式会社管総研 

連絡先 パイプシステム事業ユニット  左  卓 E-mail:takashi.hidari@kubota.com

（クボタグループの主な受注実績）

事業体 業務内容 実施年度

施 

設 

関 

連 

佐賀東部水道企業団 基山浄水場浄水施設更新事業（DB） H22＿

和歌山市水道局 出島浄水場他運転管理業務委託 H19

富山市上下水道局 流杉浄水場運転管理業務委託 H21

桂沢水道企業団 桂沢浄水場運転管理業務委託 H21

ニセコ町 簡易水道施設維持管理業務委託他 H24

南アルプス市 駒場浄水場運転管理業務委託 H26

管 

路

関 

連 

大阪市水道局 水道施設弁類保守点検業務委託 H24

大阪市水道局 給配水管工事に伴う断通水作業業務委託 H25

北九州市上下水道局 水道施設（管路）のアセットマネジメント業務委託 H26＿

尼崎市水道局 配水管工事監督補助業務委託 H27

神戸市生野高原水道組合 管路更新工事実施設計業務 H27

老朽化による水道施設や管路の更新・耐震化の促進に関するお悩みには、

長年の実績と最新技術による課題解決策を提案いたします。

クボタグループは水道施設・管路のトータルソリューションを提供します。
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社明電舎  

連絡先 水・環境システム事業部 営業部 営業第 2課 尾崎  TEL：03-6420-7482 

明電舎は、全国の上下水道施設の維持管理、社会インフラ等の電気・通信・監視・計装設備の機

器製造、エンジニアリングサービス、設備工事業他を営んでいる電機メーカです。 

 第三者委託を始めとした様々な官民連携の実績・ノウハウを活かし、水道事業に貢献します。 

Ｎｏ 官民連携の種別 事業体名称 

① 第三者委託 
群馬県太田市様、群馬県館林市様、 

岩手中部水道企業団様（紫波地区）、福島県須賀川市様他 

② ＰＦＩ、ＤＢＯ 
埼玉県企業局 大久保浄水場様（排水処理施設）、 

岩手中部水道企業団様（紫波地区・膜ろ過施設）他 

 明電舎は、オルガノ㈱と国内公共上水道分野で業務提携

しました。水道分野で技術的に強みのある両社が水道事

業で培った実績・ノウハウを融合させ、機電一体型の事

業活動を進めています。 

１ 会社概要 

２ 官民連携の主な実績 

３ 福井県坂井市様・包括業務のご紹介 

４ オルガノ株式会社との業務連携 

【概要】 

①運転管理業務（明電舎）、②管路・給水装置管理業務（坂井市管工事業協同組合）、 

③料金収納業務（フジ地中情報）、④検針業務（三谷コンピュータ）の４者による 

共同企業体で契約を行っています。 

【業務範囲】 

市民サービスの向上と業務効率化を目的に、市民からの問合せ等の窓口・電話受付、水道

メーター検針、水道料金の賦課・収納等の「料金関連業務」に加えて、給水装置の窓口・申

請受付・検査業務、上水道施設の維持管理業務等の「工務関連業務」を含んだ21業務です。 
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民間事業者からの提案 

企業名 水道機工グループ（水道機工㈱、㈱水機テクノス） 

連絡先 
住所：〒156-0054 東京都世田谷区桜丘 5-48-16   担当：畔柳 英司 

電話：03-3426-2953  E-mail：e-kuroyanagi@suiki.co.jp 

水道機工グループでは、水道事業体様が抱える、技能技術の継承、人材の確保、コスト縮減、

老朽化施設の更新等の課題に、以下のように対応します。 

２．浄水施設の設計･建設 
水質管理･水処理･薬品･凝集沈殿･ろ過･高度処理･排水処理･機械･電気･計装などの各

種専門技術者が、豊富な経験と実績をもとに、多彩な製品群をベースとして最適な浄水施

設の設計、建設を行います。浄水施設におけるあらゆる課題を解決する、最適な提案を行

って参ります。

３．浄水施設の運転･維持管理 
浄水場等の運転・維持管理業務については、全国において包括委託、第三者委託をはじ

めとした多様な形態の業務を受託しています。運転維持管理のエキスパートが、アセットマ

ネジメントを含む、きめ細かな管理を行います。また、水質異常や、施設･設備に起因するト

ラブル、自然災害等には各分野の専門技術者が適切かつ迅速なサポートを行うことで、常

に、安心、安全で安定した水道水が供給できる体制で業務を遂行します。 

４．総合力を発揮した業務の履行 
総合水処理エンジニアリング企業として、浄水施設の設計･建設業務と運転・維持管理業

務を履行する中で、それぞれで得た豊富な経験とノウハウを相互に活かし、業務の質をより

高めています。PFI、DBO 等の事業にも積極的に参画しています。 

 なお、水道機工グループでは、メタウォーター(株)、国際航業(株)と業務提携を行い、上下

水道事業における「ワンストップ・ソリューション」を提供いたします。 

１．信頼できる安定的な経営基盤 
総合水処理エンジニアリング企業として８０余年の伝統を持つ水道機工は、世界的な化

学･繊維メーカーである東レグループで水処理事業を担っています。グループの総合力を最

大限に発揮、水道事業における官民連携に係る様々な業務の確実な履行をお約束します。 
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社 東芝 

東芝電機サービス株式会社 

連絡先 （株）東芝 水ソリューション事業開発部：（電話：044-331-0807） 

東芝電機サービス（株）Ｏ＆Ｍ統括部  ：（電話：03-5311-5118） 

提案（このような取組が出来る、又は実施している。） 

東芝は、約半世紀にわたって、上水道の電気設備、計装制御設備などの開発・設計・製造・建設・保守点
検 行       上水道         維持 継続の    ＰＰＰ（官民連携） 必要      
す。弊社グループは、包括委託･第三者委託･ＤＢＯ･ＰＦＩ等、様々なＰＰＰにも取り組んでいます。
今後、今まで培ってきた技術により、水道事業の課題を解決するとともに、新たな付加価値を創造し、水道事
業体様            期待       努力       （図１）。 

図１ 水道事業の課題と東芝グループのご提案 

故障予防 

技術継承 

省   省力化 効率化

災害、水質リスク 

耐震対策 

設備規模の適正化 

老朽化対策

アセット 
マネジメント

広域化 
住民 満足

水道事業の課題

資金調達

定期的な点検を通して、設備の状況を把握することで、
故障の予防、延命化を進め、ライフサイクルコストの低減
による上下水道事業の継続に貢献します。 約半世紀にわたる電気設備、計装

設備 構築 維持管理    培
ってきた技術・人材・ノウハウを活用
し、これからの上下水道事業にふさ
わしいシステムを提供します。 

O&M、PFI 等 官民連携事業を積極的
に展開します。 

各受託機場のプラント情報を東芝上下水
道データセンターで集約し、業務目的に応
じた各種サービスを提供します。 

東芝グループのご提案

料金
徴収 

修繕
保守
点検 

事業
計画 

設計

運転
建設

水道業務

官民連携   事業継続
(包括委託、第三者委託、DBO、PFI 等のご提案) 

ライフサイクルコスト低減 
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社 日水コン 

連絡先 営業本部 PPP 推進室 

コンサルタントの職性を活用し、多岐に渡る課題への対策が実施可

能です。

●上記の問題解決としては、アセットマネジメントを用いた提案が有効です。 

・ データが未整備等の状況においても、まず、マクロマネジメントを実践し、その上で、改善点を提

案します。 

・ 継続的な改善を図り、アセットマネジメント（資産管理）全体の水準を段階的に向上させていく取

組みを提案します。 

・ アセットマネジメントの実践を通じて、維持管理、計画、財務等の各担当が、更新投資の必要性や

財源確保について共通認識を持つように図ります。 

・ 官民連携の事業スキームによる民間資金及び技術活用による健全で望ましいコスト削減方法を提

案します。 

●上記の問題解決としては、スキームを含めた下記の検討が必要です。 

・ 複雑な各種手法が検討されている中で、適切な事業スキームの構築方法を行なう上で、健全で望ま

しいコスト削減方法 

・ ＶＦＭの達成 

・ 官民のリスク分担のあり方と対処方法 

・ 民間事業者との意見交換における事業への反映 

・ 事業の集約化と広域化を行なう上で適切な官側及び民側の事業範囲の選定 

・ 事業体のノウハウ、スキル維持と民間への情報、技術移転

４．民間等の意向調査
①民間事業者の意向調査 

参画が予想される民間

事業者の意向を調査し、以

下の検討結果の妥当性・実

現可能性を検証。

８．事業実施方針の整理 ９．課題等の整理・解決方策の検討

A：施設更新や料金改定及び中小事業体に対する課題

B：官民連携手法の検討に対する課題
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民間事業者からの提案 

企業名 株式会社 ＰＵＣ 

連絡先 ０３－３３４３－４６９８  佐 田 秀 俊 

【弊社の官民連携の取組み】 

弊社は東京都水道局様のパートナー企業として、平成１６年に東京都様等の出資によって設立

された会社で、東京都水道局様をはじめとする各地の水道事業体様に、公益性と公共性を確保し

ながら、効率的で高度な料金徴収業務サービスを包括的にご提供しております。 

  受託先の水道事業体様としては、給水件数７００万件の東京都から２万６０００件規模の都市

まで、規模や特性に応じた業務提供を行っております。 

  また、受託に当たっては、弊社単独で全ての業務を行うこともあれば、地元の企業様等とＪＶ

やＳＰＣを構成して共同して行うこともあります。 

【中小事業体様の官民連携に係るご提案】 

１ 官民連携における中小事業体様の課題

中小の事業体様では従事する職員の方々が少ないため、包括的に業務を民間企業に委託しても

削減できる人数は極めて僅かで、包括委託による経費の削減額が限られるほか、委託効果として

のサービスの向上にも限界があります。 

  一方、業務を受託する事業者にとって見ると、中小事業体様（特に小規模事業体様）の委託費

ではビジネスが成り立たない事が考えられます。この場合には、期待する事業者がプロポーザル

等に参加しないことも考えられます。 

２ 近隣の複数の中小事業体様による包括委託の共同発注 

  このような状況の中で、一事業体様あたり少ない委託費でも、期待する事業者がプロポーザル

等に多く参加し、より一層のサービス向上に繋げるために、近隣の複数の中小事業体様が共同し

て包括委託を１社（又は１グループ）に発注することをご提案します。 

  これは水道事業の統合とは異なり、各市町村の独自の水道事業はそのままで、業務の委託先だ

けを同じ事業者とするものです。 

共同発注することにより、受託する事業者にとっては委託費の総額が大きくなり、ビジネスが

成り立ちやすくなります。 

３ 共同発注による効果 

  これにより、次のような効果が期待できます。 

 ① 料金システムの共同開発・利用 

   共同して共通システムを開発し、運用するので、各市町村が独自に開発・運用するよりも、

経費が削減出来ます。 

 ② 電話による受付業務等の集中化 

   各水道事業体様にかかって来る電話を集中して受け付けることにより、少人数で無駄のない

受付が可能になり、経費の削減や業務の効率化・適正化が図れます。 

 ③ 受付～滞納整理までの共同処理化

納入通知書等のプリンターやＯＣＲなど機器の使用台数を減らせるほか、人材の有効活用が

図れます。 

共同発注を行うには、水道事業体様間の業務処理方法の違いや、現行業務委託の終了時期の違

いなど、調整すべき課題が多くあります。弊社はこのような課題の調整を一緒に検討させていた

だきながら、共同発注の導入をお手伝いさせていただきます。
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民間事業者からの提案 

企業名  

連絡先 環境ソリューション事業部 第三部  馬郡、田中  tel: 048-259-7410 

前澤工業は、水道用バルブおよび水処理施設の設計・製作・据付・維持管理を一貫して行っている上下水

道の専業メーカーです。官民連携の時代に向けて、DBO、PFI といった新しい事業形態にも幅広く対応し、今後と

も事業体様のお役に立てるよう努力してまいります。 

■ 水道及び工業用水道施設の更新に関する提案 

施設の維持・更新計画に対し、地域にふさわしい規模・能力を検討し、従来処理から新技術まで幅広く最適

な設備をご提案します。 

・ 膜ろ過技術では、長期間安心してお使い頂くために、強度と

耐薬品性に優れた PTFE 製膜ろ過装置をご提案します。 

・ 水質改善技術として、溶存有機物を除去し、消毒副生成物

対策や色度低減に効果を発揮する帯磁性イオン交換樹脂

（MIEX ）処理システムがあります。このたび東京都小笠原村

様の扇浦浄水場において導入され、平成２７年４月より稼働

しています。 

・ 当社の分析センターは、水道法20条登録機関（Sランク）と

して、水質分析を通じて地域に合った、より的確な浄水処理

フローをご提案することができます。

■ 中小事業体様に対する提案 

・ 小規模施設向けとして、浄水場に必要な機器を全て搭載

した膜ろ過ユニットがあり、安全で清澄な膜ろ過水を容易

に安定して供給することができます。 

・ インターネットを活用した遠隔監視システムと組み合わせ

ることにより、維持管理の省力化や緊急時対応の迅速化

を図ることができます。 

■ 官民連携手法に関する提案 

前澤工業は、PFI、DB、包括的業務委託を含む様々な官民連携手法に対応します。技術の継承、管理体制

の充実、コスト削減等、水道事業体様が直面する課題に対し、解決に向けて共に取り組みます。以下に実績を

示します。 

事業名 発注事業体 事業形態 業務内容 

大久保浄水場排水処理 
施設等整備・運営事業 

埼玉県企業局 PFI 
排水処理設備の設計・建設・維持管理

及び発生土有効利用 

男川浄水場更新事業 岡崎市水道局 PFI 
凝集沈澱・急速ろ過施設の 
設計・建設・維持管理 

小田中浄水場更新事業 津山市水道局 DB 凝集沈澱・急速ろ過施設の設計・建設 

深谷市水道事業 
川本浄水場更新工事 

深谷市 
環境水道部 

DB 膜ろ過設備の設計・建設 

鳥屋浄水場他 
運転管理業務委託 

神奈川県企業庁 O＆M 
凝集沈澱・急速ろ過及び 
膜ろ過施設の運転管理 

柿木浄水場維持管理委託 埼玉県企業局 O＆M 工業用水道施設の包括的業務委託 

事業体様 
ご担当者様 ご担当者様 

膜ユニット 膜ユニット PTFE 製膜ろ過装置 

インターネット 

帯磁性イオン交換樹脂（MIEX ）処理システム
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民間事業者からの提案 
企業名 中日本建設コンサルタント株式会社 

連絡先 
事業推進室 PFI 推進部 千葉 丈雄 T E L：052-232-6036 

E-mail：t_chiba@nakanihon.co.jp 

テーマ：水道及び工業用水道施設の更新（耐震化とダウンサイジング含む）

適正口径による 

管路更新 

（ダウンサイジング） 基幹管路の老朽化 管路更新 

費用の縮減 

社会情勢の変化に伴う 
水道使用量の減少 

・人口減少・節水機器の普及 

コスト縮減 

管路の流下能力 ≫ 流量 

管路のダウンサイジングを考慮した適正口径の検討フローを提案します。 

将来使用水量の設定 

管網モデルの構築 

管網計算（現況モデル） 

評 価 

管網計算（適正口径） 

評 価 

適正口径の選定 

◆ 将来人口  ◆ 開発計画  ◆ 関連計画 

◆ マッピングデータ（口径・管種・布設年度） 

◆ 再現性の確認 

◆ 管  路・・・現況 

◆ 使用水量・・・将来 

◆ 管  網・・・ダウンサイジング 

◆ 使用水量・・・将来 

◆ 管路の流下能力（流速） 

◆ 配水圧力 

◆ 管路の流下能力（流速） 

◆ 配水圧力  ◆ＬＣＣ比較※

ポンプ配水区の場合、管路の口径を小さくしすぎ

ると管路に関する費用は安くなりますが、水理損失

が増大し、ポンプ設備費と動力費が増大します。 

逆に、管路口径が大きすぎると、ポンプに関する

費用が安くなりますが、管路費用が増大します。 

管路費用とポンプ費用が最小となる口径を選定

することが重要です。 

ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）比較のイメージ※

Ｌ
Ｃ
Ｃ
 

口径

総費用
管路費用

ポンプ費用

経済的口径

水道事業者が抱える課題

課題に対する提案
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民間事業者からの提案 

企業名 積水アクアシステム株式会社

連絡先 水インフラ事業企画部  木曽・坪木（06-6440-2512） 

① 地域水源の活用システム提案 

② 安全、安定、効率化を実現する水道事業の再構築 

⇒耐震貯水槽と耐震型高性能ポリエチレン管を組み合わせた一体化システム提案 

③ 地元企業との連携による新たな水道事業運営形態の構築 

⇒パートナー企業の設立による小規模水道の人材面等の課題解決 

④ 汎用品活用による情報管理システムの再構築 

●コンセプト：地域水源を活用し、水道水を安定供給する浄水＋貯水（備蓄）システムの開発

特徴① 急激な原水質悪化への対応として、原水槽の活用により、浄水処理のリスク低減と、 

除砂装置による水処理負荷の軽減で、安定した浄水処理を実現  

 特徴② 耐震性貯水池の活用で、災害時には備蓄給水拠点として備蓄水の確保が可能  

●コンセプト：地元企業、自治会等との連携による地域密着型事業 

地域水道事業サポートセンター

弊社の提案する小規模分散型システムのイメージ

水道事業、ＳＰＣを核にした地域の活性化への貢献

小規模水道事業をサポートする積水アクアシステムの取り組み

漏水修繕業務調査診断業務

施設維持管理業務 他水道事業体の運営、

点検等事業

積水 Gの
製品、技術

ノウハウ

地域団体

地元企業

その他
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民間事業者からの提案 

企業名 有限責任監査法人トーマツ 

連絡先 アドバイザリー事業本部関西ビジネスアドバイザリー 

 (電話番号：06－4560－6021) 

国内上下水道事業に関する PPP/PFI アドバイザリーサービス 

水道事業の健全かつ安定的な事業運営の持続のためには多くの課題がありますが、その課題解

決のため、水道ビジョンや経営戦略の策定といった計画策定から、広域化、官民連携といった個

別の解決策の検討が行われています。 

デロイトトーマツグループでは、国内の上下水道分野の PPP/PFI 事業及び海外への水ビジネス

輸出に関連した官民連携事業に関して、公共事業者や民間事業者様双方に対してアドバイザリー

サービスを提供させて頂いております。 

その業務の中で、官民連携に関するリスク分担の分析や官民連携スキームの検討、それを前提

とした初期的な導入可能性調査（フィージビリティスタディ）のご支援をさせて頂いております。

上下水道事業のサービス展開イメージ

将来のPPP/PFI実施に向け
た潜在ニーズの掘り起こし

•法適化及び固定資産台帳整
備支援

•水道/下水道ビジョン
の策定支援

•水道/下水道中期経営計画
の策定支援

水需要が減少する現状を打
開するソリューション検討支援

• PPP/PFIの検討支援

•広域化スキーム検討支援
複数の自治体が協働でPPP、PFIを実
施するスキーム検討支援

•料金改定支援
など

上下水道のビジョン、
経営戦略の策定

ソリューションの検討 新組織設立支援 監査/付随業務

民営化後に経営の高度化に
資する業務の提供

•会計監査

•業務効率化支援

•経営管理高度化支援

•海外展開支援
など

ソリューション実現に向けて
新組織設立を実施する場合

•新会社設立支援

•リスクマネジメント構築支援

•内部統制構築支援

•規則・規定等の整備支援
など

デロイトトーマツグループの主な上下水道関連実績 

分野 発注者 業務名 

法適化 地方公共団体 • 明石市下水道事業固定資産評価等移行支援業務委託（明石市） 

ビジョン及び 
経営戦略策定支援 

総務省 • 公営企業の経営戦略の策定支援と活用等に関する調査・分析業務 
• インフラ更新時代における公営企業の経営戦略構築支援業務 

地方公共団体 • 水道事業会計経営分析（上下水道事業審議会運営等支援）業務（栗東市） 
• 経営戦略策定等支援業務（姫路市） 
• 新水道料金体系及び新水道ビジョン策定に関する支援業務（大津市） 
• 明石市下水道事業固定資産評価等移行支援業務委託（明石市） 

官民連携手法の 
検討支援 

国土交通省 • 我が国企業の海外 PPP 事業等推進支援策検討業務（総合政策局） 

地方公共団体 • 上下水道一体での民間活用のあり方検討調査（奈良市） 
• 下水道事業の上下分離に係る新組織設立に関する検討業務（大阪市） 
下水道事業及び水道事業におけるコンセッションを含めた官民連携事業の
有効性検討調査業務（大津市） 

料金改定の支援 地方公共団体 • 地方公営企業会計制度改正への対応及び経営分析等支援業務（池田市） 
• 水道事業会計経営分析（上下水道事業審議会運営等支援）業務（栗東市） 
• 経営戦略策定等支援業務（姫路市） 
• 新水道料金体系及び新水道ビジョン策定に関する支援業務（大津市） 
• 水道料金改定に関する指導助言業務（高梁市） 

現状の見える化と課題認識 
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民間事業者からの提案 

企業名  

連絡先 大阪本社 水システム部 水道室 大矢 聡 

06-6206-5797（直通） ohya@ctie.co.jp  

当社のみる水道事業の課題

背景 課題

人口減少に伴う将来需要水

量の減少

地方公共団体の厳しい財政

制約

水道施設の老朽化

中小事業体が多いことにより、効率的技術導入、継続的人材

確保が困難

公営のため効率化へのインセンティブが乏しい

水道施設のアセッ

トマネジメント 

老朽化している水道施設・設備の更新にあたり、将来の水需要の減少を見据

え、施設の有るべき姿を明確にした上で、規模を縮小する「ダウンサイジン

グ」による経費節減や、「アセットマネジメント」による効率的な維持管理と

長寿命化を図るアセットマネジメントの計画を策定します。

民間活力の導入 

アセットマネジメント計画による計画的な施設・設備の整備、既存施設を含

む維持管理、水道事業の運営を民間活力により効果的・効率的に行うための

可能性調査、事業者募集のアドバイザリー業務、モニタリング業務を行いま

す。

業務内容（例）

アセットマネジメント計画の策定 維持管理の包括的民間委託可能性調査 
1 水道施設（構造物、管路）の整理

2 現況管網解析モデルの構築

3 現況水道施設の評価

4 計画目標年度の設定

5 水需要予測の更新

6 水源計画

7 給水区域計画

8 水道施設の統廃合計画

9 水道施設（構造物）の更新計画策定

10 水道施設（管路）の更新計画策定
11 財政計画検討
12 課題整理

1 水道事業の現状の把握

2 民間事業者ヒアリング

3 民間委託の事業スキームの検討

4 市場調査の実施

5 VFMの検討
6 包括的民間委託導入の評価

7 庁内会議の運営支援

当社のご提案内容 
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民間事業者からの提案 

企業名 一般財団法人 都市技術センター 

連絡先 大阪市中央区船場中央 2丁目 2-2-206（船場センタービル 5 号館 2F） 

事業推進部： 深 澤 (電話 06－4963－2092  s-fukasawa@uitech.jp) 

私たちは、大阪市の外郭団体です。大阪市が上下水道事業で培ってきた知見やノウハウを活用して、関西

地域の多くの自治体をお客さまとして、公営企業会計への移行支援から運転維持管理業務までの幅広いご

支援を行ってきています。 

  都市技術センターには、自治体をサポートして、取水から末端給水までを、日本で最初の 4 条予算関連も

含めて民間事業体へ包括的に委託した、事業スキームの設計や民間事業体の選考に実際に関与したスタッ

フもおります。組織およびスタッフの豊富な経験をもとに、自治体の立場を踏まえた官民連携の検討や構築、

さらにはその実施に、実践的にお役に立てる存在です。 

上水道事業は「安心で安全な水を安定的に、お客様へ継続的に供給すること」が事業の使命であり、官民

連携も、この使命を効果的かつ持続的に担うための手法です。有効な官民連携の枠組み構築のためには、

「事業の実施や継続を妨げるような事象（リスク）を如何に最小化するか」というインフラ事業の本質的な課題

への、政策あるいは計画策定の観点からの検討が不可欠となります。リスクとは単純に金銭負担に関わる事柄

ではありません。 

この分析を、下図のようなプロセスを踏んで検討し、行政に近い立場からの経験に基づき、適切な官民連

携の仕組み作りを提案、かつ事業実施のサポートを担える存在が官民連携の中で求められています。この役

割を果たすことを、都市技術センターは目指しています。 

都市技術センターの自己紹介

私たちのご提案

インフラ事業を官民連携で行うときのリスク

＝ インフラ事業自体のリスク＋官民連携での分担に伴うリスク

⇒ このリスクへ如何に対応してサービスを提供するか（スキーム構築）
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民間事業者からの提案 

企業名    株式会社極東技工コンサルタント http://www.kgc21.co.jp 

連絡先 大阪本社設計部 / 畠山、難波 / TEL:06-6384-7761 / E-mail:de2@kgc21.co.jp 
水道事業は、生活や社会活動を支える基盤として必要かつ不可欠なものです。しかしながら、老朽化する

施設の更新需要の増大に加え、人口および使用水量の減少による経営環境の悪化といった多くの課題を有し
ています。今後とも、健全かつ安定的な運営が可能な水道事業を継続するためには、地域および事業環境に
応じた方策を推進することが求められています。 

当社では、本来水道が有すべき機能を踏まえつつ、中小規模の水道事業体に対して、地域のニーズに的確
に対応し、個々の事業実態に即した取り組みについて技術提案を行います。 

中小事業体の取り組みについて 

点在する小規模水道の事業運営並びに維持管理は、一般的に供給コストが割高であり、効率的ではないこ
とが考えられます。 

当社では、施設のダウンサイジングのみならず施設の統廃合を含めた総合的な再構築に関する整備計画の
提案を行います。 

創設期から継続的な拡張を経て整備されてきた施設は、その計画段階における施設規模・容量が定められ
て築造されています。現状においては、想定した水需要に達せず、非効率または過大な施設となっているケ
ースも考えられ、地形条件および施設能力から効率的な施設配置や規模、運用の提案を行います。 

更新計画（アセットマネジメント）の提案 

水道事業には、地方公営企業法が適用され、受益者負担の原則に則った独立採算性を基本に水道料金収入
を主たる財源として経営するものとされています。しかし、水道施設の新設・拡張期から、改築・更新・維
持管理が中心となる時代へと移り、経営環境は厳しさを増してきています。 

当社では、今後の水需要の動向および中長期を視野に入れた持続可能な経営を行うために、アセットマネ
ジメントの概念を取り入れた更新計画を立案し、財政面における経営状況の健全化へ向けた提案を行います。 

現状把握

更新計画

財政収支の見通し

財政収支への反映

経営健全化

○水需要の動向、資産状況および企業債残高等による経営状況から現状を把握 

○水需要からダウンサイジングおよび施設の統廃合を考慮した更新計画の提案 

○財政収支の見通しによる、今後の経営課題の抽出 

○効率的な事業運営や、料金改定の必要性および経営健全化へ向けた適正な料金改定内容
の提案 

＜料金改定について＞ 

・事業体の実態に見合った料金体系の提案を行います。 

・現状の水道料金から需要者の負担割合を考慮し、基本水量および逓増度について数
パターンのシミュレーションを行い、適切な設定の提案を行います。 
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